
税申告はお早めに 問   課税課 住民税担当 ☎424-9102
朝霞税務署 ☎048-467-2211

■  住宅ローン控除の特例の控除
住宅ローン控除の控除期間を13年とする特例が延長されます。
下記の要件の全てに該当する場合は、特例が適用されます。
1 住宅の対価の額又は費用の額に含まれる消費税の税率が10％
2 令和3年1月1日～令和4年12月31日の間に入居
3  注文住宅の場合、令和2年10月1日～令和3年9月30日に契約
分譲住宅等の場合、令和2年12月1日～令和3年11月30日に契約
4  床面積が50平方メートル以上
（所得が1,000万円以下の場合は40平方メートル以上）

■  国や地方公共団体の実施する子育てに係る助成等の非課税措置
子育て支援の観点から、保育を主とする国や地方公共団体からの子育
てに係る助成等について非課税となります。
対象範囲は、「子育てに係る施設・サービスの使用料に対する助成」です。

■  税務関係書類における押印義務の見直し
税務署長に提出する国税関係書類（確定申告書など）や、地方公共団体
の長に提出する地方税関係書類（住民税申告書など）は、押印が原則不
要となります。
ただし、実印・印鑑証明書を求める手続（担保提供関係書類や遺産分割
協議書など）を除きます。

▶ 各種所得控除の追加を行う方で、年末調整で住宅借入金等特別税
額控除の適用を受け、源泉徴収税額が0円となっている方は、所得
税の還付が発生しませんので市民税・県民税の申告が必要です。

市民税・県民税 申告受付 3月1日（火）～15日（火） 平日 9：00～16：00時間 市役所5階 502会議室場所

令和4年1月1日
の時点で和光市に
住んでいる

令和4年1月1日の時点で和光市内
に事務所・事業所・家屋敷を所有し
ている

令和3年1月1日～12月31日に
収入がある（遺族年金・障害年
金・失業保険・特別定額給付金等
の非課税給付は含まれません）

所得税の納付・還付（医療費控
除・住宅借入金等特別控除など）
を受けるため、税務署に令和3
年分所得税の確定申告をする
● 確定申告が不要な給与所得者などで、ふ
るさと納税のワンストップ特例制度の申
請をした場合は確定申告をする必要があ
りません

市民税・県民税の申告は不要です
● 確定申告した方や給与支払報告書が提出
されていて、その内容に変更がない方は市
民税・県民税の申告は不要です

申告の義務はありません
医療・福祉等の行政サービスを受ける方や所得金額を記
載の非課税証明書を希望される場合は申告してください

市民税・県民税の申告が必要です
均等割（5,000円）が課税されます。
● 申告書の書き方が異なります。担当へ問い合せください

和光市での申告は不要です
●令和4年1月1日現在の住所地に確認してください

市民税・県民税の申告が必要です
（申告の仕方などは、市HPをご参照ください）

スタート

● 市民税・県民税の申告が必要か確認しましょう
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年金受給者の
確定申告不要制度

　公的年金等の収入金額の合計が400万円以下であり、かつ、公的年金等に係る雑
所得以外の所得金額が20万円以下の場合は、所得税の確定申告の提出は不要です。
　ただし、上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除など、確定申告の提出が控除適
用の要件になっている控除を受ける場合は確定申告書の提出が必要です。

公的年金等に係る
雑所得を有する方へ

確定申告が不要な方でも、市民税・県民税の申告
をしないと、扶養控除や社会保険料控除、生命保
険料控除が適用されず、市民税・県民税の税額が
高くなる場合があります。下図をご覧ください。

公的年金等に係る
雑所得以外の所得が
20万円を超えている 公的年金等に係る雑所得以外の所得がある

損失の繰越控除を希望する

公的年金等（遺族年金・障害者年金等の非課税
所得は含まれません）の収入が400万円以下で
ある

所得税の還付申告（確定申告）をする

公的年金等の源泉徴収票に記載されていない控
除の追加・変更がある（医療費・年金天引きして
いない社会保険料・生命保険料・地震保険料・扶
養・寡婦・ひとり親・障害者）

確定申告が必要です
市民税・県民税の
申告は不要です

確定申告が必要です 市民税・県民税の申告は不要です

市民税・県民税の申告は不要です
内容により所得税の還付申告になる場合があります。

また、損失の繰越控除を希望する場合、確定申告は必要です。

市民税・県民税の申告が必要です
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令和4年度の主な税制改正

申告会場は混雑が予想されます。新型コロナウイル
ス感染リスク軽減のため、可能な限り郵送での申告
にご協力ください。申告書のダウンロード、郵送での
申告の仕方などは、市HPをご参照ください。ダウン
ロードできないなど申告書が必要な方
は、住民税担当へ問い合わせください。

郵送の申告にご協力ください

市HP「市民税・県民税について」▶

● 新型コロナウイルス感染リスク軽減のため、ご自身での記入が困難などの理由がある方以外は、可能な限り郵送での申告にご協力ください
● お越しの際は、マスクの着用・検温・消毒・連絡先の記入など、感染症対策へのご協力をお願いします
● 咳・発熱などの症状がある方は入場をご遠慮いただく場合があります
● 新型コロナウイルス感染拡大の状況によっては、中止になる場合もありますので、あらかじめご了承ください

同居の親族の扶養になっている
（配偶者控除・扶養控除）

給与収入がある

給与以外の収入がある
（営業・農業・不動産 など）

勤務先（給与支払者）から和光市へ、
給与支払報告書が提出されている
（勤務先に確認してください）。ま
た、その控除内容等に追加や変更が
ない

はい

いいえ

はい

その他の詳細につきましては、市HPをご覧ください。

市HP「令和4年度から適用される個人住民税の主な改正点」▶
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